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本資料の目的 

1. 本資料は、第15回サステナビリティ基準委員会（2023年6月14日開催）において聞

かれた意見をまとめたものである。 

 

聞かれた意見 

ISSB情報要請（2023年）「アジェンダの優先度に関する協議」に対するコメントの検討

（審議事項(1)関連） 

（総論） 

2. 「SASBスタンダードの向上」のプロジェクトについて、当該プロジェクトにおける

活動を相対的に高い優先順位とすべきとする事務局の予備的見解は、次の2年間と

いう時間軸においては理解するが、将来にわたってSASBスタンダードを向上させる

べきかについては議論が必要と考える。 

3. 「SASBスタンダードの向上」のプロジェクトについて、国際サステナビリティ基準

審議会（ISSB）は、既存のSASBスタンダードをベースとしない形で新しい産業別基

準の開発を行うべきと考える。 

4. 新たなプロジェクトを作業計画に追加するにあたりISSBが用いる評価規準につい

て、事務局の予備的見解では、「ISSBが国際会計基準審議会（IASB）と同じ評価規準

を採用することは現時点において時期尚早」としているが、当該評価規準の内容自

体は妥当であると考えるため、「時期尚早」との表現は再考してほしい。 

5. 潜在的なプロジェクトについて、「ISSBは、他のサステナビリティ開示基準との間

の比較可能性及び相互運用可能性を確保するため、次の2年間においてリサーチを

実施すべき」とする事務局の予備的見解に賛同する。 

6. 潜在的なプロジェクトについて、「ISSBは、特定の開示要求がどのように開示目的

から導かれるのかを明確に説明する原則主義的なアプローチを採用して基準を開
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発すべき」とする事務局の予備的見解に賛同するが、主要な利用者のニーズを満た

す開示目的の検討においては、その論拠の提示が困難と考えられるため、具体的な

検討手法や課題もコメントすると良いのではないか。 

7. 「基盤となる作業（foundational work）」と潜在的なプロジェクトのリサーチは、

ともに重要であるため、両者に優劣があると捉えられないようなコメントが良いの

ではないか。 

（各論：人的資本及び人権） 

8. 「人的資本」を優先すべきとする事務局の予備的見解に賛同する。「人的資本」を

優先すべき理由として、人的資本がすべての企業に共通して企業価値や競争力に影

響するものであるという点を強調し、コメントすると良いのではないか。 

9. 「人的資本」について、人的資本に関する情報を、報告企業自身の労働力に関連す

る情報と報告企業以外のバリュー・チェーンに関連する情報の2つに分類できるこ

とが考えられるとする事務局の予備的見解は、企業及び投資家の認識とも整合して

おり明瞭だと考える。 

10. 「人的資本」について、企業における経営戦略と人材戦略の連動性の確保は、従業

員だけでなく役員と共に行われると考えられるため、「役員も企業の人的資本を構

成する重要な要素である」とする事務局の予備的見解に賛同する。 

11. 「人的資本」について、「役員も企業の人的資本を構成する重要な要素である」と

する事務局の予備的見解に賛同するが、機関設計は、日本と海外で異なる場合があ

るので、その点もコメントすると良いのではないか。 

12. 「人的資本」に関する開示要求について、審議資料では、人的資本に関する戦略の

例として採用戦略等が挙げられているが、足元、投資家と企業の間で活発に議論さ

れている状況を踏まえると、リスキリングについても言及すると良いのではないか。 

13. 「人的資本」に関する開示要求について、経営戦略と人材戦略の関連性が重要と考

えている。開示を要求すべきかどうかを検討するためのリサーチの実施を提案する

のであれば、当該内容も加えてほしい。 

14. 「人的資本」に関する開示要求について、「主として、戦略に焦点を当てた定性的

な開示とすべき」とする事務局の予備的見解の記載からは、投資やコスト等の定量

的情報が開示から漏れているように見受けられた。定性的な開示を強調するコメン
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トとすべきか否かについては、利用者にも確認する必要があると考える。 

15. 「人的資本」に関する開示要求について、「主として、戦略に焦点を当てた定性的

な開示とすべき」とする事務局の予備的見解は、企業固有の状況に関する開示を要

求すべきという趣旨が伝わる表現とするのが良いのではないか。 

16. 「人的資本」に関する開示要求について、事務局の予備的見解は「主として、戦略

に焦点を当てた定性的な開示とすべき」と、定性的情報を強調した記載となってい

るが、定量的情報の重要性は従来以上に高まっていると考える。 

17. 「人的資本」に関する開示要求について、事務局の予備的見解は、開示が要求され

る情報の対象が限定される印象があるため、もう少し抽象化してコメントするのが

良いのではないか。 

18. 「人的資本」に関する開示要求について、事務局の予備的見解では、「企業がサス

テナビリティ関連のリスク及び機会に直面しているかどうかに関する評価は、主要

な利用者によって異なる可能性」があるとしているが、リスク及び機会の評価は作

成者も行っていることについて言及すべきと考える。 

19. 「人権」については、報告企業の内部と外部の2つの視点がポイントであると考え

るため、バリュー・チェーンにおける人権デュー・デリジェンスに関するコメント

については、両者の区分が明確になるように記載して欲しい。 

20. 人権デュー・デリジェンスは、報告企業の内部及び外部で行われるものであるが、

人的資本の増大に直結するか否かという観点から、両者を区別して整理すると良い

のではないか。 

21. 企業の人権に関する取組みでは、従業員以外にも地域社会や先住民族がその範囲に

含まれるため、人権に関する取組みを狭く捉えたメッセージとならないようなコメ

ントを検討してほしい。 

22. 「人的資本」と「人権」については、当該プロジェクトにおいて留意すべき点をコ

メントすると良いのではないか。留意すべき点には、両プロジェクトにはスコープ

が重複している部分があること、バリュー・チェーンにおける人権が重要な課題で

あること、報告企業の内部と外部ではリスクへの対処方法が異なること、人権には

従業員以外も含まれ得ることがあると考える。 
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（各論：生物多様性、生態系及び生態系サービス） 

23. 「生物多様性、生態系及び生態系サービス」については、シングル・マテリアリテ

ィかダブル・マテリアリティかという議論はあるが、現時点で当該プロジェクトの

スコープを狭めるべきではないと考える。まずはスコープを幅広くとり、将来の基

準開発を見越した上で優先度を置くことが必要と考える。 

24. 「生物多様性、生態系及び生態系サービス」について、自然環境への依存度は産業

によって異なり、リスク及び機会が企業によって大きく異なることから、「企業が

リスク及び機会についての評価を適切に行っているかどうかを理解することがで

きる情報が有用であると考えられる」とする事務局の予備的見解に賛同する。 

25. 「生物多様性、生態系及び生態系サービス」について、事務局の予備的見解では、

「まずはガバナンス及びリスク管理に関する開示に焦点を当ててリサーチを実施

すべき」としているが、自然関連財務開示に関するタスクフォース（TNFD）が浸透

していることを踏まえ、シナリオ分析や指標と目標の扱いについても検討してほし

い。 

26. 「生物多様性、生態系及び生態系サービス」について、当該プロジェクトのスコー

プを正しく理解する上では、プロジェクトの名称を変更するとする事務局の予備的

見解に賛同する。 

27. 「生物多様性、生態系及び生態系サービス」について、プロジェクトの名称を変更

する場合は「自然資本」とすると良いのではないか。 

（各論：循環型経済） 

28. 特定の開示要求がどのように開示目的から導かれるのかを明確に説明する原則主

義的なアプローチの観点から、「循環型経済」が、資源の効果的な利用や効率的な

利用などの開示目的を実現する報告になるのかという点は、今後議論が必要だと考

える。 

29. 「循環型経済」を採り上げる場合には、「生物多様性、生態系及び生態系サービス」

とは独立したプロジェクトとすべきとする事務局の予備的見解に賛同するが、資源

開発に伴う森林伐採や海洋ごみといった投資家の関心が高い分野などを、どのプロ

ジェクトで扱うかは今後の整理が必要だと考える。 

30. 「循環型経済」について、基本的には今後取り組んでいくべき課題であるというこ
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とを踏まえると、「循環型経済への移行ができる産業・資源と、できない場合があ

る」との表現は再考してほしい。 

（各論：報告における統合） 

31. 「報告における統合（integration in reporting）」のプロジェクトは、2年間で完

了できる可能性が低いと考えているため、IASBの公開草案「経営者による説明」と

「統合報告フレームワーク」の統合に主眼を置くべきとする事務局の予備的見解に

賛同する。 

32. 「報告における統合」について、事務局の予備的見解に賛同するが、IASBの公開草

案「経営者による説明」と「統合報告フレームワーク」の統合はISSBが主導的に取

り組むべきとするのが最適なのか、改めて検討してほしい。 

 

ISSB公開草案「SASB®スタンダードの国際的な適用可能性を向上させるための方法論及

びSASBスタンダード・タクソノミのアップデート」に対するコメントの検討 

（審議事項(2)関連） 

33. 事務局のコメント案に賛同する。 

以 上 


